
貸借対照表
（平成25年4月1日期首）

会　　計：01 一般会計

部　　局：20 議会事務局

管理事業：5510 議会運営事業 お問い合わせ：議会事務局　総務課　予算･厚生グループ

 
ダイヤルイン：052-954-6746

（単位：千円）
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

資産の部 負債の部
　流動資産 　流動負債
　　現金預金 - 　　一年以内償還予定地方債
　　未収金 　　　建設債 -
　　　税未収金 - 　　　特別債 -
　　　その他未収金 - 　　　一年以内償還予定地方債計 -
　　　未収金計 - 　　一年以内償還予定長期借入金
　　不納欠損引当金 - 　　　一年以内償還予定他会計長期借入金
　　基金 　　　　一年以内償還予定一般会計長期借入金 -
　　　財政調整基金 - 　　　　一年以内償還予定公営企業会計長期借入金 -
　　　減債基金 - 　　　　一年以内償還予定他会計長期借入金計 -
　　　基金計 - 　　　一年以内償還予定長期借入金計 -
　　短期貸付金 　　短期借入金 -
　　　他会計短期貸付金 - 　　未払金
　　　法人等短期貸付金 - 　　　債務負担行為
　　　短期貸付金計 - 　　　　物件の購入等 -
　　貸倒引当金 - 　　　　債務保証・損失補償 -
　　その他流動資産 - 　　　　その他債務負担行為 -
　　流動資産合計 - 　　　　債務負担行為計 -

　　　その他未払金 -
　固定資産 　　　未払金計 -
　　事業用資産 　　還付未済金 -
　　　有形固定資産 　　一年以内支払予定リース債務 -
　　　　土地 390,315 　　賞与引当金 167,910
　　　　建物 4,341 　　その他流動負債 -
　　　　工作物 340 　　流動負債合計 167,910
　　　　立竹木 -
　　　　船舶 - 　固定負債
　　　　浮標等 - 　　地方債
　　　　航空機 - 　　　建設債 -
　　　　リース資産 - 　　　特別債 -
　　　　建設仮勘定 - 　　　地方債計 -
　　　　事業用・有形固定資産計 394,995 　　長期借入金
　　　無形固定資産 　　　他会計長期借入金
　　　　地上権 - 　　　　一般会計長期借入金 -
　　　　特許権 - 　　　　公営企業会計長期借入金 -
　　　　ソフトウェア - 　　　　他会計長期借入金計 -
　　　　無形固定資産仮勘定 - 　　　基金借入金 -
　　　　その他無形固定資産 - 　　　長期借入金計 -
　　　　事業用・無形固定資産計 - 　　長期未払金
　　　事業用資産計 394,995 　　　債務負担行為
　　インフラ資産 　　　　物件の購入等 -
　　　有形固定資産 　　　　債務保証・損失補償 -
　　　　土地 - 　　　　その他債務負担行為 -
　　　　建物 - 　　　　債務負担行為計 -
　　　　工作物 - 　　　長期未払金計 -
　　　　建設仮勘定 - 　　リース債務 -
　　　　インフラ・有形固定資産計 - 　　退職手当引当金 640,132
　　　無形固定資産 　　損失補償等引当金 -
　　　　地上権 - 　　その他固定負債 -
　　　　無形固定資産仮勘定 - 　　固定負債合計 640,132
　　　　その他無形固定資産 - 　負債の部合計 808,042
　　　　インフラ・無形固定資産計 -
　　　インフラ資産計 - 純資産の部
　　物品 　純資産
　　　重要物品 22,076 　　開始残高相当 △ 390,971
　　　図書 - 　　内部取引 -
　　　物品計 22,076 　　一般財源等配分調整額 -
　　投資その他の資産 　　剰余金 -
　　　投資及び出資金 - 　　評価差額金
　　　投資損失引当金 - 　　　有価証券評価差額金 -
　　　破産更生債権等 - 　　　立竹木評価差額金 -
　　　基金 　　　評価差額金計 -
　　　　減債基金 - 　　純資産計 △ 390,971
　　　　特定目的基金 - 　純資産の部合計 △ 390,971
　　　　定額運用基金 -
　　　　基金計 -
　　　長期貸付金
　　　　他会計長期貸付金 -
　　　　法人等長期貸付金 -
　　　　基金貸付金 -
　　　　長期貸付金計 -
　　　その他債権等 -
　　　貸倒引当金 -
　　投資その他の資産計 -
　　固定資産合計 417,071
　資産の部合計 417,071 　負債及び純資産の部合計 417,071

　　　　　　　　　　　千円未満の金額を四捨五入しています。

　　　　　　　　　　　　　0：四捨五入の結果、千円未満のもの

　　　　　　　　　　　　　-：金額が存在しないもの

　　　　　　　　　　　端数調整をしていないため、合計が一致しない場合があります。

<<事業の概要>>
本会議や委員会等議会の円滑な運営のほか、議会の調査活動や議会の総務、広報、予算及び
経理等の事業を行っています。


